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科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

円 円

【 流 動 資 産 】 【  1,979,094,064】 【 流 動 負 債 】 【  510,572,707 】

現 金 及 び 預 金 64,035,680 買 掛 金 263,393,028

受 取 手 形 2,720,391 リ ー ス 債 務 6,481,296

売 掛 金 1,016,103,457 未 払 金 21,954,606

未 収 金 8,313,597 未 払 費 用 26,315,917

未 収 収 益 4,198,805 未 払 消 費 税 等 43,869,421

預 け 金 630,000,000 未 払 法 人 税 等 68,242,590

リ ー ス 債 権 196,184 預 り 金 21,216,049

リ ー ス 投 資 資 産 147,135,323 前 受 金 10,857,240

商 品 原 材 料 51,070,526 前 受 収 益 48,242,560

仕 掛 品 19,979,614

貯 蔵 品 5,828,985

前 払 費 用 25,046,683 【 固 定 負 債 】 【  434,552,244 】

繰 延 税 金 資 産 4,444,679 リ ー ス 債 務 14,179,428

そ の 他 200,140 退 職 給 付 引 当 金 394,024,301

貸 倒 引 当 金 △ 180,000 役員退職慰労引当金 10,960,000

【 固 定 資 産 】 【   383,295,552】 資 産 除 去 債 務 15,388,515

（ 有 形 固 定 資 産 ） （   117,211,969） 負 債 合 計 945,124,951

建 物 13,922,097 純 資 産 の 部

建 物 附 属 設 備 52,492,994 【 株 主 資 本 】 【  1,417,264,665 】

機 械 装 置 2 資 本 金 100,000,000

工 具 器 具 備 品 50,796,876 利 益 剰 余 金 1,317,264,665

（ 無 形 固 定 資 産 ） （   96,056,173）  利 益 準 備 金 25,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 81,401,837  その他 利益 剰余金 1,292,264,665

ソフトウェア仮勘定 13,724,336   別 途 積 立 金 1,150,000,000

電 話 加 入 権 930,000   繰 越 利 益 剰余金 142,264,665

（投資その他の資産） （   170,027,410）

投 資 有 価 証 券 1,450,000

出 資 金 70,000

長 期 貸 付 金 5,967,137

長 期 前 払 費 用 5,188,439

繰 延 税 金 資 産 140,318,256

差 入 保 証 金 9,793,210

差 入 敷 金 7,240,360

そ の 他 8 純 資 産 合 計 1,417,264,665

資 産 合 計 2,362,389,616 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,362,389,616

      貸借対照表



個別注記表 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券 

・時価のないもの  移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定） 

・商品原材料    個別法 

・仕掛品      個別法 

・貯蔵品      個別法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、1998 年 4 月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに 2016年 4月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法） 

② 無形固定資産 

定額法 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金          債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

退職給付引当金      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当期末に発生していると認められ

る額を計上しております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給見込額を計上しております。 

(4) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

2.当期純損益金額 

  137,980,069円 

 


